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災害時における医療体制の充実強化について 

災害医療体制については、平成７年の阪神・淡路大震災を契機として、災害拠

点病院の整備、広域災害・救急医療情報システム（Emergency Medical Information 

System：ＥＭＩＳ）の整備、災害派遣医療チーム（Disaster Medical Assistance 

Team：ＤＭＡＴ）の養成等を行ってきたが、今般発生した東日本大震災での対応

において、これまで整備してきた体制等について、課題が明らかになったところ

である。 

これらの課題について、被災地を含めた災害医療関係の有識者が検討する場と

して「災害医療等のあり方に関する検討会」を開催し、報告書が別添のとおり取

りまとめられた。 

同報告書では、今後の災害医療等のあり方の方向性として、災害拠点病院に関

しては、施設の耐震性、ＥＭＩＳによる情報発信、食料、飲料水等の備蓄、ＤＭ

ＡＴ等の医療チームを受け入れる体制整備等が必要であること、災害時の医療提

供体制に関しては、日本医師会災害医療チーム（Japan Medical Association Team：

ＪＭＡＴ）をはじめ、大学病院、日本赤十字社、国立病院機構、日本病院会、全

日本病院協会、日本歯科医師会、日本薬剤師会、日本看護協会等の医療関係団体

から派遣される医療チーム等の派遣調整を行う体制や関係者間での情報の共有が

必要であること等が指摘されている。 

同報告書の趣旨を踏まえ、下記の事業を積極的に推進することにより、特に災

害時における医療体制の充実強化を図られたい。 

なお、同検討会にオブザーバーとして参加した内閣府（防災担当）、消防庁にお

いても本通知の趣旨をご承知いただいているところであるので申し添える。 

本通知は平成２４年４月１日より適用する。なお、「災害時における初期救急医
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療体制の充実強化について」（平成８年５月１０日健政発第４５１号厚生省健康政

策局長通知）については、平成２４年４月 1 日付で廃止する。 

 

記 

 

 

１．地方防災会議等への医療関係者の参加の促進 

防災計画上の医療活動が災害時に真に機能するために、都道府県、政令市

及び特別区が設置する地域防災会議、若しくは災害医療対策関連の協議会等に

医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会等の医療関係団体の代表、救急医療

の専門家等を参加させることが適当であることから、その参加を促進すること。 

また、都道府県は、救護班（医療チーム）の派遣調整等を行うために、災

害対策本部の下に派遣調整本部を迅速に設置できるよう事前に計画を策定す

ること。その上で、都道府県は、災害拠点病院、医師会、歯科医師会、薬剤師

会、看護協会等の関係機関と連携して、災害対策本部の立ち上げ訓練を行うと

ともに、派遣調整本部の設置手順、コーディネート機能を十分発揮できるか、

ＤＭＡＴ都道府県調整本部との連携、派遣調整本部における具体的な作業内容

などについて確認しておくこと。また、空路参集したＤＭＡＴに必要な物資の

提供や移動手段の確保を行う体制を整備しておくことが望ましい。 

 

２．災害時に備えた応援協定の締結 

災害が発生した場合、最も重要なことは人命救助である。人命救助にあた

って、被災地内の医療機関は、自らも被災者となるものの、被災現場において

最も早く医療活動を実施できることから、その役割は重要なものである。その

ため、都道府県、政令市及び特別区においては、災害拠点病院を初め、公的医

療機関、民間医療機関、医療関係団体等との医療に関する応援協定の締結に配

慮すること。また、傷病者、医療チーム、医療物資等の緊急輸送に関して、地

域の実情に応じて、消防機関、自衛隊、海上保安庁、公共輸送機関等との協定

の締結も配慮すること。また、協定を締結した後も、随時見直しを行うことが

望ましい。 

なお、協定の締結の際には、下記の点に留意すること。 

（1）広域応援体制の整備 

近隣都道府県・市町村間において相互応援協定の締結が必要であり、特

に大都市を抱える都道府県においては、ブロック内（ブロックとは、当該

都道府県を中心にみた場合のものを独自に想定）の複数の都道府県との締

結が必要であり、さらに、人口過密地域においては、ブロックを越えた都



道府県間の協定の締結にも考慮すべきであること。 

 （2）自律的応援体制の整備 

一定以上の規模の災害が発生した場合には、被災地では一定以上の被害

が起こっているものと推定し、個別の要請がなくても被災地へ向かうこと

を内容とする協定の締結を考慮すべきであること。 

 （3）医薬品等の確保体制の整備 

医薬品等の供給確保については、厚生労働省防災業務計画により各都道

府県において策定することとされている「医薬品等の供給、管理のための

計画」に基づいて体制を整えておくこと。 

 

３．広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）の整備 

都道府県は、災害時に医療機関の稼働状況、医師・看護師等スタッフの状

況、ライフラインの確保、医薬品等の備蓄状況等、災害医療に係る総合的な情

報収集及び提供を行われたいこと。このため、災害時に医療機関の状況を把握

する手段である広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）の導入に努める

とともに、全病院に対して登録（パスワードの付与）を促すこと。また、登録

した各機関においては、災害時に迅速で確実な情報の入力を行うため、ＥＭＩ

Ｓへ情報を入力する複数の担当者を定め、入力内容や操作などの研修・訓練を

定期的に行うことが必要であること。さらに、災害拠点病院においては、通信

回線が途絶えた際のＥＭＩＳへの入力も考慮して、衛星回線インターネットが

利用できる環境の整備をすることが必要であること。 

 

４．災害拠点病院の整備 

多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の災害時に多発する重篤救急患者の

救命医療を行うための高度の診療機能を有し、被災地からのとりあえずの重症

傷病者の受入れ機能を有するとともに、ＤＭＡＴ等の受入れ機能、傷病者等の

受入れ及び搬出を行う広域搬送への対応機能、ＤＭＡＴの派遣機能、地域の医

療機関への応急用資器材の貸出し機能を有する「地域災害拠点病院」を整備し、

さらにそれらの機能を強化し、災害医療に関して都道府県の中心的な役割を果

たす「基幹災害拠点病院」を整備することが必要である。 

各都道府県においては、別紙に示す指定要件を満たす災害拠点病院について

指定を行い、指定要件を満たさなくなった場合には指定の解除を行うこと。な

お、指定又は指定の解除を行った際には、速やかに当職まで報告されたいこと。 

また、災害拠点病院は、第一線の地域の医療機関を支援するものであるので、

医師会等の医療関係団体の意見を聴き、応急用医療資器材の貸出し要件他を事

前に決めておくこと。さらに、都道府県は、災害拠点病院の施設が被災するこ



とを想定して、近隣の広場を確保し、仮設の救護所等として使用する場合があ

ることについて地域住民の理解を得ておくことが望ましいこと。 

「地域災害拠点病院」については原則として二次医療圏ごとに１か所、「基

幹災害拠点病院」については原則として都道府県ごとに１か所整備することが

必要であること。 

 

５．災害医療に係る保健所機能の強化 

災害医療においては、災害拠点病院等の医療機関、医師会、歯科医師会、

薬剤師会、看護協会、病院団体、日本赤十字社等の医療関係団体、医薬品関係

団体、医療機器関係団体、衛生検査所・給食業者等の医療関連サービス事業者、

消防機関、警察機関、精神保健福祉センター、市町村等の関係行政機関、水道、

電気、ガス、電話等のライフライン事業者、自治会等の住民組織など様々な関

係機関・団体との連携が重要となること。そのため、保健所において日常から

その連携を推進するとともに、地域の実情に応じた対応マニュアルを作成され

たいこと。 

また、ＥＭＩＳに登録し、管轄区域内の医療機関の状況について把握する

とともに、医療ボランティアの窓口機能を確保すること。当該システムが機能

していない場合においては、電話、ＦＡＸ若しくは自転車・バイク等を利用し

て直接医療機関に出向いて情報把握又は当該医療機関におけるＥＭＩＳ等で

の情報発信の支援を行うこと。 

発災時の初期救急段階（発災後概ね３日間）においては、医療に関する具

体の指揮命令を行う者を設定することが困難な場合が多いが、災害現場に最も

近い所の保健医療行政機関である保健所において、自律的に集合した医療チー

ムの配置調整、情報の提供等を行うこと。そのため、保健所管轄区域や市町村

単位等で、災害時に保健所・市町村等の行政担当者と地域の医師会や災害拠点

病院等の医療関係者、医療チーム等が定期的に情報交換する場として地域災害

医療対策会議を迅速に設置できるよう事前に計画を策定すること。地域災害医

療対策会議では、避難所等での医療ニーズを適切かつ詳細に把握・分析した上

で、派遣調整本部から派遣された医療チームや自主的に集合した医療チームを

配置調整するなどのコーディネート機能が十分に発揮できる体制を整備する

こと。また、災害後のメンタルヘルス、感染症対策等の健康管理活動について

は、関係部局からの通達等に基づいて実施されたいこと。 

 

６．災害医療に関する普及啓発、研修、訓練の実施 

一般住民に対する救急蘇生法、止血法、骨折の手当法、トリアージの意義、

メンタルヘルスなどに関する普及啓発に努めるとともに、医療関係者、行政関



係者に対する災害医療に関する研修・訓練の実施に努められたいこと。 

 

７．病院災害対策マニュアルの作成等 

医療機関は自ら被災することを想定して災害対策マニュアルを作成すると

ともに業務継続計画の作成に努められたいこと。また、人工呼吸器等の医療機

器を使用しているような患者等をかかえる医療機関は、災害時におけるこれら

の患者の搬送先等について計画を策定しておくことが望ましいこと。なお、都

道府県はこれらの策定状況について確認を行うことが望ましいこと。 

 

８．災害時における関係機関との連携 

都道府県は、あらかじめ、消防と医療機関及び医療機関相互の連絡体制の

整備を図るとともに、医療機関の連絡・連携体制についての計画を作成するよ

う努めるものとする。また、地域の実情に応じて、広域後方医療施設への傷病

者の搬送にあたり、拠点として使用することが適当な民間空港、自衛隊の基地、

大規模な空地等をあらかじめ抽出しておくなど、災害発生時における救急医療

体制の整備に努めるものとする。 

 

９．災害時における死体検案体制の整備 

災害時には多数の人が死亡する事態も予想されるため、死体検案業務の指

揮命令系統、法医学の修練を積んだ医師の動員等、死体検案体制について、地

域防災計画、災害時医療救護対応マニュアル等に定めておくことが望ましいこ

と。 

 

  



別紙 災害拠点病院指定要件 

 

（１） 災害拠点病院として、下記の運営が可能なものであること。 

① 24 時間緊急対応し、災害発生時に被災地内の傷病者等の受入れ及び搬出

を行うことが可能な体制を有すること。 

② 災害発生時に、被災地からの傷病者の受入れ拠点にもなること。なお、

「広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）」が機能していない場

合には、被災地からとりあえずの重症傷病者の搬送先として傷病者を受

け入れること。また、例えば、被災地の災害拠点病院と被災地外の災害

拠点病院とのヘリコプターによる傷病者、医療物資等のピストン輸送を

行える機能を有していること。 

③ 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を保有し、その派遣体制があること。

また、災害発生時に他の医療機関のＤＭＡＴや医療チームの支援を受け

入れる際の待機場所や対応の担当者を定めておく等の体制を整えてい

ること。 

④ 救命救急センターもしくは第二次救急医療機関であること。 

⑤ 地域の第二次救急医療機関とともに定期的な訓練を実施すること。また、

災害時に地域の医療機関への支援を行うための体制を整えていること。 

⑥ ヘリコプター搬送の際には、同乗する医師を派遣できることが望ましい。 

 

（２） 施設及び設備 

① 医療関係 

ア． 施設 

災害拠点病院として、下記の診療施設等を有すること。 

（ア） 病棟（病室、ＩＣＵ等）、診療棟（診察室、検査室、レン

トゲン室、手術室、人工透析室等）等救急診療に必要な部

門を設けるとともに、災害時における患者の多数発生時（入

院患者については通常時の 2 倍、外来患者については通常

時の 5 倍程度を想定）に対応可能なスペース及び簡易ベッ

ド等の備蓄スペースを有することが望ましい。 

（イ） 診療機能を有する施設は耐震構造を有することとし、病

院機能を維持するために必要な全ての施設が耐震構造を有

することが望ましい。 

（ウ） 通常時の６割程度の発電容量のある自家発電機等を保有

し、３日分程度の燃料を確保しておくこと。また、平時よ

り病院の基本的な機能を維持するために必要な設備につい



て、自家発電機等から電源の確保が行われていることや、

非常時に使用可能なことを検証しておくこと。なお、自家

発電機等の設置場所については、地域のハザードマップ等

を参考にして検討することが望ましい。 

（エ） 適切な容量の受水槽の保有、停電時にも使用可能な井戸

設備の整備、優先的な給水協定の締結等により、災害時の

診療に必要な水を確保すること。 

イ． 設備 

災害拠点病院として、下記の診療設備等を有すること。 

（ア） 衛星電話を保有し、衛星回線インターネットが利用でき

る環境を整備すること。また、複数の通信手段を保有して

いることが望ましい。 

（イ） 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に参加し、

災害時に情報を入力する体制を整えておくこと。すなわち、

情報を入力する複数の担当者を事前に定めておき、入力内

容や操作方法などの研修・訓練を行っておくこと。 

（ウ） 多発外傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の災害時に多発す

る重篤救急患者の救命医療を行うために必要な診療設備 

（エ） 患者の多数発生時用の簡易ベッド 

（オ） 被災地における自己完結型の医療に対応出来る携行式の

応急用医療資器材、応急用医薬品、テント、発電機、飲料

水、食料、生活用品 等 

（カ） トリアージ・タッグ 

ウ． その他 

食料、飲料水、医薬品等について、流通を通じて適切に供給され

るまでに必要な量として、３日分程度を備蓄しておくこと。その際、

災害時に多数の患者が来院することや職員が帰宅困難となることを

想定しておくことが望ましい。 

また、食料、飲料水、医薬品等について、地域の関係団体・業者

との協定の締結により、災害時に優先的に供給される体制を整えて

おくこと（ただし、医薬品等については、都道府県・関係団体間の

協定等において、災害拠点病院への対応が含まれている場合は除

く。）。 

② 搬送関係 

ア． 施設 

原則として、病院敷地内にヘリコプターの離着陸場を有すること。 



やむなく病院敷地内に離着陸場の確保が困難な場合は、必要に応

じて都道府県の協力を得て、病院近接地に非常時に使用可能な離着

陸場を確保するとともに、患者搬送用の緊急車輌を有すること。 

なお、ヘリコプターの離着陸場については、ヘリコプター運航会

社等のコンサルタントを受けるなどにより、少なくとも航空法によ

る飛行場外離着陸場の基準を満たすこと。また、飛行場外離着陸場

は近隣に建物が建設されること等により利用が不可能となることが

あることから、航空法による非公共用ヘリポートがより望ましいこ

と。 

イ． 設備 

ＤＭＡＴや医療チームの派遣に必要な緊急車輌を原則として有す

ること。その車輌には、応急用医療資器材、テント、発電機、飲料

水、食料、生活用品等の搭載が可能であること。 

 

（３） 基幹災害拠点病院 

① （１）③について、複数のＤＭＡＴを保有していること。 

② （１）④について、救命救急センターであること。 

③ 災害医療の研修に必要な研修室を有すること。 

④ （２）①ア.（イ）について、病院機能を維持するために必要な全ての

施設が耐震構造を有すること。 

⑤ （２）②ア.について、病院敷地内にヘリコプターの離着陸場を有する

こと。 

 

（４） その他 

災害拠点病院の指定に当たっては、都道府県医療審議会等の承認を得る

こととし、指定されたものについては医療計画に記載すること。また、都

道府県は指定した災害拠点病院が要件に合致しているかどうかを毎年（原

則として４月１日時点）確認し、指定要件を満たさなくなった場合には指

定の解除を行うこと。なお、既に指定している災害拠点病院であって、要

件を満たしていないものについては、（１）③については平成２６年３月ま

でに保有することを前提に、（１）④、（２）①ア．（イ）及び（２）②ア．

については当面の間、指定を継続することも可能とする。 

指定又は指定の解除を行った際には、その内容について厚生労働省に報

告すること。 

なお、災害拠点病院は、厚生労働省及び都道府県の行う調査に協力する

こと。 




